
　　

１　返還の流れ
　本事業の書類等預かりサービスを希望する際には、必ず、契約時に返還先についての確認をしておくことが必要です。（返還先が確保できない等の理由で本事業の利用が進まないということはあり得ません。）
まず、利用者に対し本事業における書類等預かりサービスの内容（預かることができる書類の種類、預かり料、預かった書類の保管方法等）と、書類等預かりサービスの終了、返還の手続きについて説明します。書類等預かりサービスが終了する要件は、当然に本事業の契約が終了したときですが、他にも利用者本人から返還の希望があったときには返還します。

利用者本人からの返還の希望については、福祉サービス利用援助契約第９条②において、「（利用者）は、いつでも、預けた書類やはんこを返してもらうことができます。」とし、いつでも利用者本人の意思にもとづいて返還できることを定めています。ただし、社協としては本当に利用者本人が返還を希望しているのか等見極める必要があります。
書類等預かりサービスを利用する場合に本事業運営上もっとも困難になるのは、利用者本人に返還できない場合です。そのため、本人が受け取れないことを想定し、その場合どうするのか本人と決めておく必要があります。
（１）利用者本人の親族等が存在し、連絡先等が明らかな場合

　公正証書遺言があるかどうか確認します。
　　１）公正証書遺言がある場合
　　　預かり書類等の受取について、利用者本人に返還先となる親族等を確認します。
①　親族等の承諾が得られなかった場合
　　　　　　利用者死亡後、遺言執行者、受遺者に返還します。

②　親族等の承諾が得られた場合
返還合意書を作成します。

　　　　　　利用者死亡後、返還合意書で指定した受取人に対し、受取を依頼します。
　　　　　②-1　指定した受取人が受取を承諾した場合
　　　　　　　　　　　受取人に返還します。
　　　　　②-2　指定した受取人が受取を拒否した場合
　　　　　　 　遺言執行者等に返還します。
　　２）公正証書遺言がない場合

　　　預かり書類等の受取について、利用者本人に返還先となる親族等を確認します。
①　親族等の承諾が得られなかった場合

　　　　　　利用者死亡後、相続人に通知し、受取を依頼します。
　　　　　　　①-1  相続人に返還します。
　　　　　　　①-2　 相続人が受取を拒否等した場合

　県社協に対し廃棄処分の申請をし、県社協にて廃棄します。
②　親族等の承諾が得られた場合
      　　 返還合意書を作成します。
　　　　　 利用者死亡後、返還合意書で指定した受取人に対し、受取を依頼します。

　　　　　　　②-1　指定した受取人が受取を承諾した場合

受取人に返還します。

　　　　　　　②-2　指定した受取人が受取を拒否等した場合
　　　　　　　　　　相続人に対し、受取について通知します。
　　　　　　　　　②-2-1　相続人に返還します。

　　　　　　　　　②-2-2　 相続人が受取を拒否等した場合

県社協に対し廃棄処分の申請をし、県社協にて廃棄します。
（２）利用者本人の親族等が不存在または不明な場合

 公正証書遺言があるかどうか確認します。

　　１）公正証書遺言がある場合

①　利用者死亡後、遺言執行者、受遺者に返還します。

　　２）公正証書遺言がない場合
　　　　預かり書類等の返還先について、利用者本人の希望があるかどうか確認します。

　　　　　①　利用者本人の希望が明確である場合

　　　　　　　利用者本人の希望にもとづく手続きとして、公正証書遺言の作成等を勧め作成します。（※公正証書遺言の作成について利用者本人が拒否した場合は、利用者本人の希望なしと考えます。）

利用者死亡後、遺言執行者、受遺者に返還します。

　　　　　②　利用者本人の希望が不明確である場合

　　　　　　　相続財産管理人選任についての特約の作成を勧めます。（※特約の作成については必ず事前に県社協まで相談することを条件とします。）

　　　　　　　②-1　特約の作成を拒否した場合

　　　　　　　　　　利用者死亡後、県社協に対し、廃棄処分の申請をします。

　　　　　　　②-2　特約を作成した場合

　　　　　　　　　　利用者死亡後、特約にもとづき、相続財産管理人の選任について申し立てを行い、相続財産管理人に返還します。

２　返還のフローチャート
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２　預かり書類等返還の流れ
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～契約時に調整すること～








